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Ｐ１４０１０ 

平成 30年度実施方針 

スマートコミュニティ部 

1. 件 名： 分散型エネルギー次世代電力網構築実証事業 

 

2. 根拠法 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第 15 条第一号ニ、第三号及び

第九号 

 

3. 背景及び目的・目標 

3.1政策的な重要性 

我が国におけるエネルギー供給は化石燃料がその 8 割以上を占め、その殆どを海外に依

存している。一方、近年、新興国の経済発展などを背景として、世界的にエネルギー需要が

増大しており、また、化石燃料の市場価格が乱高下するなど、エネルギー市場が不安定化し

ている。加えて、化石燃料の利用に伴って発生する温室効果ガスを削減することが重要な課

題となっている。このような状況の中、エネルギーを安定的かつ適切に供給するためには、資

源の枯渇のおそれが少なく、環境への負荷が少ない再生可能エネルギーの導入を一層進め

る必要がある。 

2008年7月に「低炭素社会づくり行動計画」が閣議決定され、太陽光発電の導入量を2020

年に 2005 年度比で 10 倍(1,400 万 kW)、また 2030 年には 40 倍(5,300 万 kW)とする目標が

掲げられた。その後、2009 年 8 月にとりまとめられた「長期エネルギー需給見通し（再計算）」

では、太陽光発電の導入を大幅に前倒しして、2020年に 2005年度比で 20倍（2,800万 kW）

を導入するとの想定がなされ、目標が見直された。同年 11 月には、太陽光の余剰電力買い

取り制度が開始された。さらに、東日本大震災後の 2011 年 8 月には「電気事業者による再生

可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法」が成立し、電気事業者に太陽光、風力、

地熱、バイオマス、中小水力を対象とした再生可能エネルギーによって発電された電力を全

量、一定の期間、一定の価格で買い取ることが義務付けられ、翌年の 2012 年 7 月 1 日から

再生可能エネルギーの固定価格買い取り制度が施行された。 

 この結果、再生可能エネルギーによる発電量は、2003 年から 2008 年までが年平均 8％の

伸び率であったのに対し、2009年から 2012年までは年平均 13％の伸び率となっている＊１。 

＊１：出典「総合資源エネルギー調査会基本政策分科会・第 3 回会合資料」（2013 年 9 月

4日） 

 

3.2我が国の状況 

環境影響評価や地元調整のため導入に数年程度を要する風力発電や地熱発電に対して、

1 年前後で導入可能な太陽光発電は事業用、家庭用とも導入が大幅に進んでいる。太陽光
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発電の累積導入量は、2013 年 7 月末時点で約 951.6 万 kW （2013 年 11 月 18日資源エネ

ルギー庁発表）となっている。 

 太陽光発電は天候によって出力が変動し、その多くは電力系統の末端に分散設置されるた

め、その導入量が大幅に増加した場合、電力系統の運用上、余剰電力の発生、周波数調整

力の不足、配電線の電圧上昇等、多くの技術課題が想定される。 

 2010 年 4 月に経済産業省が取りまとめた次世代送配電ネットワーク研究会報告「低炭素社

会実現のための次世代送配電ネットワークの構築に向けて」においては、我が国の電力系統

上、太陽光発電について 1,000万 kW程度までは集中設置等の場合を除いて特段の系統安

定化対策を講ずることなく電力系統で受入可能とされている。また、2020 年に 2,800 万 kW と

いった導入を目指す場合においては、現状において実用化された技術をベースにして系統

安定化対策を行っていくことが想定されている。 

しかし、2020 年以降も太陽光発電の導入は拡大するものと想定されることから、2030 年に

5,300 万 kW といった大量導入に向けた対策としては、次世代配電網の構築に向けた技術開

発を実施していく必要がある。 

 

3.3世界の取組状況 

昨今、世界各国は再生可能エネルギーの導入拡大に向けた取組を強化している。例えば、

米国は「New Energy for America」計画において再生可能エネルギー由来の電力量の割合を

2025 年に 25％とする目標を掲げ、2012 年末時点で、7.2GW まで太陽光発電の導入が進ん

でいる。また、多くの州で電力部門における再生可能エネルギーの導入義務制度（RPS制度）

を策定している。EU は、2007 年に最終エネルギー消費に占める再生可能エネルギーの割合

を 2020年までに 20％とする戦略を決定し、最も導入が進んでいるドイツにおいては、2012年

末時点で、32GW の太陽光発電が導入されている。中国は、2007 年、国家発展改革委員会

発表の「再生可能エネルギー中長期発展計画」においてエネルギー総消費量に占める再生

可能エネルギーの比率を 2020 年に 15％とする目標を掲げ、2012 年末時点で 7GW まで太

陽光発電の導入が進んでいる。 

太陽光発電の大量導入に伴う電圧上昇・変動問題については、欧米の場合、低圧系統

（連系電圧）が 200/400V と高いこと、規定されている電圧幅が約±10％と広いこと、低圧に連

系する太陽光発電が少ないこと等の理由により、現時点において顕在化していない。しかしな

がら、地中配電系統が多い欧州において、中低圧系統への太陽光発電の連系が更に進んだ

場合には、低圧の変動幅の拡大や中圧系統の運用の困難さが予測されている。このため、

Active Distribution Network（ADN）として、配電機器・パワーエレクトロニクス機器を活用し、よ

り積極的に配電系統の電力制御を行うことにより分散型電源を系統に統合することが、「国際

大電力システム会議」（CIGRE：Conseil International des Grands Reseaux Electriques）等で検

討されている。ベルギーの「Linearプロジェクト」では、配電系統の実態分析と類型化に基づき、

天候、昼夜、季節時の太陽光発電導入による負荷変動パターンに起因する配電電圧の変動
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や不平衡等の分析を行い、その対策技術を模擬系統で検証することが計画されている。また、

ドイツの「EDISonプロジェクト」では SIEMENS社の交流／直流／交流変換器 MVDC（Medium 

Voltage Direct Current）の技術開発が行われており、英国では配電系統の電圧ネックと考え

られる地点にセンサーを設置し、その計測情報に基づいて配電系統の状態を推定し、電圧調

整機器を制御するシステム（Active Network）の開発・実証試験が行われた。 

 

3.4本事業のねらい 

太陽光発電の導入拡大に伴う電力系統の課題のうち、一般家庭での導入割合が多い我が

国において、特に課題となるのが配電系統における電圧上昇である。この電圧上昇は、太陽

光発電の出力が設置箇所の消費電力を上回り、電力系統に逆潮流が発生した場合に生じる

ものであり、連系点の電圧が電気事業法第 26条に基づく適正値（101±6V）を逸脱すると、

太陽光発電の直流／交流変換器（PCS:Power Conditioning System）の電圧上昇抑制機能が

動作し、太陽光発電の出力が抑制される。その対策方法のひとつとしては現在のところ、パワ

ーエレクトロニクス機器が配電用として一部実用化されているが、コンパクト化、軽量化、低コ

スト化等の課題があるため普及が進んでいない。 

一方、我が国の先進的なパワー半導体として SiC（シリコンカーバイド）を用いた先進的なパ

ワー半導体の開発が他国に先駆け進展している。SiCパワー半導体は Si（シリコン）パワー半

導体と比較して高耐圧、導通損失が少ない、200℃以上の高温動作が可能、高速動作が可

能等の特長を有しており、これを用いて軽量・コンパクト・低コストの電圧調整機器を実用化す

ることが期待されている。しかしながら、SiCパワー半導体をパワーエレクトロニクス機器化する

場合、Siパワー半導体と同様の実装構造では配電機器に要求される信頼性を満たすことが

難しいため、新しい実装構造または周辺材料を適用した先進的なパワーエレクトロニクス機器

を開発することが必要となる。 

また、開発した機器・システムをフィールドに設置しての運用検証を行いながら、これら新規

の技術を配電網に適用し、再生可能エネルギーの大量導入を図るための共通基盤技術の開

発を行う。さらに、これら機器・システム及び共通基盤技術の開発と並行して、現在の状況に

捉われない理想的な配電網についてのフィージビリティスタディを行う。具体的な研究開発項

目は以下の通り。 

 

[助成事業（助成率：２／３）] 

研究開発項目①「次世代電圧調整機器・システムの開発」 

SiCパワー半導体を用いた SVC等の次世代電圧調整機器及びその要素技術を開発する。

また、これら電圧調整機器の制御アルゴリズムと制御システムを開発する。 

なお、本研究開発は、実用化に向けて企業の積極的な関与により推進されるべき研究開

発であり、助成事業として実施する。 
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[委託事業] 

研究開発項目②「次世代配電システムの構築に係る共通基盤技術の開発」 

研究開発項目①で開発した次世代電圧調整機器及びその制御システムをフィールドに設

置し、電圧調整機器単体ではなく、複数の機器が混在する配電網として運用検証を行う。ま

た、これら新たな機器・システムを配電網に適用し、太陽光発電等の再生可能エネルギーの

大量導入を図るための共通基盤技術の開発を行う。具体的には、適用する配電網の形態や

次世代電圧調整機器・システムの種別、設置位置、組合せの違い等に対応する配電システ

ムの設計指針の策定、性能・信頼性評価法の開発、故障時の対応検討等を行う。本研究開

発は、研究開発項目①の実施者と連携・協調して進めるものとし、フィールド検証結果や共

通基盤技術の成果は研究開発項目①の取組にも反映させるものとする。 

なお、本研究開発は、実用化まで長期間を要するハイリスクな「基盤的技術」であることから、

産学官の複数事業者が互いの知見・ノウハウ等を持ちより協調して検討を行うものであり、委

託事業として実施する。 

 

研究開発項目③「未来のスマートグリッド構築に向けたフィージビリティスタディ」 

将来における再生可能エネルギーの導入拡大に向け、現在の状況に捉われない理想的な

配電網のあるべき姿についてフィージビリティスタディを行う。 

なお、本研究開発は、将来の再生可能エネルギー導入拡大に向けて、産学官の複数有識

者が互いの知見・ノウハウ等を持ちより協調し、長期的視点で検討を行うものであり、委託事

業として実施する。 

 

3.5本事業の目標 

平成 22年度から平成 24年度まで経済産業省にて実施された「次世代送配電系最適制御

技術実証事業」では、自励式静止型無効電力補償装置（SVC）、ループパワーコントローラ

（LPC）の開発、及び配電系統の配電制御アルゴリズムのシミュレーション検討が行われた。そ

の結果、これら機器の基本性能が検証され、配電系統における電圧制御に一定の効果があ

るという成果が得られている。しかしながら、実際の配電系統への適用に向けては、電圧調整

機器の更なる軽量・コンパクト化、低コスト化やフィールドでの制御アルゴリズムとの統合性等

の検証が必要とされている。 

こうした状況を踏まえ、本事業では以下に示す目標を設定する。 

 

【最終目標】（平成 30年度末） 

耐久性、信頼性、配電系統の制御アルゴリズムとの統合性を備え、かつコスト低減の見通し

を有する SiCパワー半導体を用いた電圧調整機器及びその制御システムを開発する。また、

開発した機器・システムをフィールドに設置しての運用検証を行う。さらに、これら新規の技術

を配電網に適用して再生可能エネルギーの大量導入を図るための共通基盤技術を開発す



5 

 

る。 

    なお、最終目標の達成に向けては、平成 30 年度末時点において、最低限以下の技術レベ

ルに到達していることが求められる。 

・全体もしくは SiCパワー半導体を適用する部分コストが従来機器以下であること。 

・機器メンテナンス頻度は 2年以上であること。 

・機器全体寿命が減価償却年（18～22年）以上であること。 

・通信遮断時にも適正電圧を維持可能であること。 

・複数の次世代電圧調整機器が混在した環境下においても適正電圧が維持可能である

こと。 

 

【中間目標】（平成 28年度末） 

SiC パワー半導体を用いて軽量・コンパクト化を図った電圧調整機器（要素技術を含む）と

制御システムを開発し、フィールドで使用可能な試作品の設計・製作を行って工場試験等で

性能検証を行う。 

なお、平成 28 年度末時点においては、最低限以下の技術レベルに到達していることが求

められる。 

・開発する機器全てが柱上設置可能であること。 

・冷却は自然空冷であること。 

・従来機器、従来システムと協調制御可能であること。 

・次世代電圧調整機器・システムをフィールドに設置し、配電網としての運用検証を行う際

の合理的な研究計画が策定されていること。 

 

4.実施内容及び進捗（達成）状況 

プロジェクトマネージャーにNEDOスマートコミュニティ部 諸住 哲 統括研究員を任命して、プ

ロジェクトの進行全体の企画・管理や、そのプロジェクトに求められる技術的成果及び政策的効果

を最大化させた。 

また、平成 28 年度 10 月に実施した外部有識者による中間評価では、「成果は順調に推移して

いる。」、「事業化に向けて戦略的な目標設定がなされ、概ね目標を達成できるものと考えられる。」

等の高い評価を得た。 

平成 29年度に富士電機株式会社 技術開発本部 技師長 川村逸生氏をプロジェクトリーダー

として実施した各研究開発項目の内容は、以下の通り。 

 

4.1平成 29年度（助成）までの事業内容 

研究開発項目① 次世代電圧調整機器・システムの開発 （NEDO負担率 2/3） 

＜富士電機（株）、東芝エネルギーシステムズ（株）、北芝電機（株）＞ 

次世代TVR等次世代電圧調整機器の開発について、実証機を製作し、社内試験、模擬グ
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リッド試験等を実施し、課題の洗い出しを行った。電圧制御システムについては、集中電圧制

御、協調電圧制御といったそれぞれの制御について開発されたアルゴリズムを用いたシミュレ

ーションによる検証を進めた。 

 

4.2平成 29年度（委託）までの事業内容 

研究開発項目② 次世代配電システムの構築に係る共通基盤技術の開発 

＜（一財）電中研、横浜国立大学、（一財）エネ総工研、（国）産総研＞ 

平成 26 年度から定期的に開催している外部有識者による検討作業会の助言を反映しつ

つ、研究開発項目①で開発する次世代電圧調整機器・システムのフィールドでの運用検証に

関連する性能・信頼性評価方法の検討や試験方法の検討を継続して実施した。配電システ

ムの設計指針に係るヒアリング結果やミニモデル機器の実験室レベルでの試験結果等を通じ

てこれまで整理してきた模擬グリッド試験項目及び、評価方法、判定基準により、模擬グリッド

実証の評価を行った。また、平成 30年度の実グリッド実証に向けた環境整備等を行った。 

 

研究開発項目③ 未来のスマートグリッド構築に向けたフィージビリティスタディ 

＜（一財）エネ総工研、（一財）電中研、東京大学、東北大学、東京都市大学＞ 

配電系統の将来像についての最終的な考察を行うためには、近年の状況を踏まえると、再

生可能エネルギーが特別高圧側に与える影響を加味する必要があったことから、上位系統側

の影響まで含めた調査等を実施し、外部有識者による検討委員会の意見を反映させつつ、

未来の配電系統の平成 30年度の最終的な考察に向けた検討を実施した。 

 

実績推移 

 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

助成 委託 助成 委託 助成 委託 助成 委託 

実績額推移 

需給勘定（百万円） 

618 88 822 246 594 357 184 135 

特許出願件数（件） - 0 - 0 - 0 - 0 

論文発表数（報） - 0 - 0 - 0 - 0 

学会発表件数（件） - 0 - 8 - 6 - 5 

 

5.事業内容 

プロジェクトマネージャーに NEDOスマートコミュニティ部 諸住 哲 統括研究員を任命し、プロ

ジェクトの進行全体の企画・管理や、そのプロジェクトに求められる技術的成果及び政策的効果を

最大化させる。 

富士電機株式会社 技術開発本部 技師長 川村 逸生 氏をプロジェクトリーダーとして、以

下の研究開発を実施する。実施体制については、別紙を参照のこと。 
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5.1平成 30年度（助成）事業内容 

研究開発項目① 次世代電圧調整機器・システムの開発 （NEDO負担率 2/3） 

＜富士電機（株）、東芝エネルギーシステムズ（株）、北芝電機（株）＞ 

次世代電圧調整機器の開発については、平成 29 年度実施の模擬グリッド実証の評価結

果から判明した課題について改良を加えた対策を行い、模擬グリッドによる再評価を実施する。

模擬グリッドによる再評価をクリアした機器について、実グリッドでの実証評価を実施する。実

グリッドでの評価結果から、実用化に向け、機器が系統に導入された際の運用等を含めた課

題と対策をとりまとめる。 

  

5.2平成 30年度（委託）事業内容 

研究開発項目② 次世代配電システムの構築に係る共通基盤技術の開発 

 ＜（一財）電中研、横浜国立大学、（一財）エネ総工研＞ 

共通基盤技術の開発に向けた方向性については、引き続き、外部有識者による検討作業

会の助言を反映しつつ、研究開発項目①で開発する次世代電圧調整機器について、これま

で整理してきた試験項目及び、評価方法、判定基準に基づき、模擬グリッドでの再評価及び

実グリッドによる評価を実施する。これらの結果を踏まえて、共通基盤技術としての成果を取り

まとめる。 

 

研究開発項目③ 未来のスマートグリッド構築に向けたフィージビリティスタディ 

＜（一財）エネ総工研、（一財）電中研、東京大学、東北大学、東京都市大学＞ 

配電系統の将来像についての最終的な考察を行うためには、近年の状況を踏まえると、再

生可能エネルギーが特別高圧側に与える影響を加味する必要がある。平成 29年度に引き続

き、上位系統側の影響まで含めた調査等を実施し、外部有識者による検討委員会の意見を

反映させつつ、未来の配電系統の考察をとりまとめる。  

 

5.3 平成 30年度事業規模 

需給勘定  400百万円（継続）  

事業規模については、変動があり得る。 

 

6.その他重要事項 

(1) 評価の方法 

 NEDO は、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的

意義及び将来の産業への波及効果等について、外部有識者による研究開発の事後評価

を平成 31年度に実施する。 
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(2) 運営・管理 

 研究開発全体の管理・執行に責任を有する NEDO は、経済産業省及び研究開発実施

者と密接な関係を維持しつつ、本事業の目的及び目標に照らして適切な運営管理を実施

する。具体的には、必要に応じて設置されるプロジェクト技術委員会等における外部有識

者の意見を運営管理に反映させる他、随時、プロジェクトの進捗について報告を受けるこ

と等により進捗の確認及び管理を行うものとする。また、必要に応じて、ユーザーとの連携

を促す等、成果の早期達成が可能になるよう努める。成果の早期達成が可能と認められた

研究開発については、期間内であっても研究を完了させ、実用化へ向けた実質的な研究

成果の確保と普及に努める。 

 

(3) 複数年度契約の実施 

委託事業 

平成 26～30年度の複数年度契約を行う。  

助成事業 

平成 26～30年度の複数年度交付を行う。 

 

７. 実施方針の改訂履歴 

平成 30年 1月 制定 
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（別紙）事業実施体制の全体図 

「分散型エネルギー次世代電力網構築実証事業」実施体制 

 

富士電機株式会社 

「ＳｉＣモジュール、ＳＶＣ、AVR付柱上トランス、制御システムの開発」 

東芝エネルギーシステムズ株式会社 

「次世代 TVR の開発」 

北芝電機株式会社 

「次世代 TVR の開発」 

一般財団法人 エネルギー総合工学研究所 

「テーマ統括、配電制御システム将来像の提示」 

一般財団法人 電力中央研究所 

「経済性評価」 

プロジェクトリーダー（富士電機株式会社 技術開発本部 技師長 川村 逸生） 

） 

NEDO 

助成 

研究開発項目③「未来のスマートグリッド構築に向けたフィージビリティスタディ」（NEDO負担率:1/1） 

研究開発項目①「次世代電圧調整機器・システムの開発の開発」（NEDO負担率:2/3） 

国立大学法人 東京大学 

「電気的特性の分析（静特性）」 

国立大学法人 東北大学 

「電気的特性分析（非常時）」 

一般財団法人 電力中央研究所 

「テーマ統括、評価法・試験方法検討、模擬グリッド実証試験」 

一般財団法人 エネルギー総合工学研究所 

「配電システム構成、運用方式の調査、検討」 

国立大学法人 横浜国立大学 

「解析モデル構築、簡易グリッド試験による評価」 

研究開発項目②「次世代配電システムの構築に係る共通基盤技術の開発」（NEDO負担率:1/1） 

委託 

委託 

関西電力株式会社 

「実グリッド実証試験」 

九州電力株式会社 

「実グリッド実証試験」 

再委託 

東京都市大学 

「電気的特性分析（過度特性）」 

プロジェクトマネージャー 

・所属 NEDO スマートコミュニティ部 

・役職 統括研究員 

・氏名 諸住 哲 

指示・協議 


